














































法 l条， 13条， 14条， 15条 l項， 30条， 92条， 93条2項，市民的及び政








































していた昭和 28年制定のらい予防法20)が，憲法 22条 1項， 13条，憲法 14


































し，遺族らに賠償の立法をしないことが憲法前文， 9条， 14条， 13条， 17 
































































9) 問項は， I女は，前婚の解消又は取消しの白から 6筒月を経過した後でなければ，
再婚をすることができない。j とする。
10) 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約前文， 2条， 15条， 16条，
市民的および政治約権利に関する国際規約23条等。
11) 公職選挙法9条 1項は，閏政選挙権について， I臼本国民で年齢満 20年以上の者
は，衆議院議員及び参議院議員の選挙権を有するj とし， 2項は，地方選挙権に関
し， I日本悶民たる年齢満 20年以上の者で引き続き 3衛月以上市町村の区域内に住
所を有する者は，その属する地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有するJ
とする。地方自治法 11条は， I日本図民たる普通地方公共団体の住民は， この法律
の定めるところにより，その隠する普通地方公共団体の選挙に参与する権利を有す
るj とし， 18条は， I日本国民たる年齢j椅20年以上の者で引き続き 3箇月以上市町
村の区域内lこ住所を有するものは，別に法律の定めるところにより，その属する普-
j湿地方公共団体の議会の議員及び長の選挙擦を有するJとする。









































選挙法 49 条 2~震が新設され，重度身体障害等を有する選挙人について，その現在す
る場所において投票用紙に投棄の記載をし，これを郵送する方法により，投票を行
わせる郵便投票制度が導入された(同法施行令 59条の 2は，郵便投票制度を利用で


































































する旨の鴎籍条項lj:設けており(同法 11条 2号， 24条， 29条 l項 2号， 35条 l項




















(1) H-11. 10.28 <選(在外)/違法確認〉東京地判1)2) (半附 1705号50頁，②→





















(2) H-12. 11. 8 <選(在外)/違法確認〉東京高判例タ 1088号 133頁，①→H-
















































とも， H-14. 11. 28 <選(ALS)/違憲確認〉東京地判は，立法不作為の違憲確認
の訴えについて消極的な対誌を?するものの，毘賠訴訟では，筋萎縮性側索硬
化症 (ALS)患者が選挙権特龍の機会を奪われていることは，投票の秘密や
選挙の公正の要請からやむをえないものとは認められず，憲法 15条 1項， 3 
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H-11. 10.28 <選(在外)/違法確認〉東京地判は， i国会両議員の議員の選
挙については原郎として立法府である闘会の裁量に委ねる趣旨j とし， H周




























1) <選(在外)/違法確認〉東京地半日平成 1年 10月28日とすべき表記を， このように
絡す。 Hは平成を， s (後掲)は昭和をあらわす。
2) 日本国外に居住する日本国民である原告らが，在外居住者であることを理由とし
て選挙権の行使の機会を保障しないことは，言霊法 14条 l項， 15条 I項， 3項， 43条





















































































































































H-9. 5. 28 <選(地方(韓・朝))/違憲違法確認〉大阪地判は，次の(2)でみる
ように，憲法 15条 1項の規定は，我が閣に在留する外国人には及ばないと
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(対 憲法 15条 l項の規定は，我が国に在留する外国人には及ばない
H-9. 5. 28 <選(地方(韓・朝))/違憲違法確認〉大阪地判は，最 3判平成 7



































































































































































3) 金子1良一・平成 10年度主要民率判例解説(判夕鶴増 1005) 316~318 頁 (1999) 。
4) 古川純・法教 64 号 74~75 頁 (1986) 。









































S-58. 7. 7 <援(民)/違法確認〉名古屋高判における不作為救済への消極的
コミットについては， S-58. 7. 7 <援(民)/賠〉名古屋高判，ふ62.6.26<援
(民)/違法確認〉最2判における不作為救済への消極的コミットについては，











58.7.7 <援(民)/賠〉名古麗高判， 5-62. 6. 26 <援(民)/賠〉最2判のコメント
参照。
注
































そして，最 l判昭和 60年日月 21日(民集39巻 7号 1512頁)，最 2決昭和 62




























(訪 日 10.7. 13 (BC(軍(韓・朝)/違法確認〉東京高判2)(判官寺 1647号391'[，
①→H-8. 9. 9 (BC(寧(韓・朝)/違法務認〉東京地判)は，補償立法をしない不作為
の違法確認請求について，原審~肯定する。





を免れないという(判文は， H-8. 9. 9 (BC(箪(韓・穀)/違法確認〉東京地判とほとんど
向じ)。
(4) H-12. 5. 25 (BC(叢(韓・朝)/違法確認〉東京高判4) (訟月 49巻8号2183
頁，①→H-11.3. 24 (BC(箪(韓・朝)/違法篠認〉東京地判)は，原審を肯定する。



















































































(a) H-17. 9. 14 (選(在外)/違法確認〉最大判については後述。
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(2) 戦後補償関係



























































4) 本判決の上告審判決である最 1判平成 13年 1月22日(判時 1771号83頁)は，
損失補償について，戦争犠牲等に対する補償を憲法は予想しておらず，その補償の
婆否及びその在り方は立法府の裁量的判断に委ねられており，補償を受けていない
者の損答に対する補償色憲法 13条， 14条， 25条， 29条3項に基づいて認めるこ
とはできないとし，上告を棄却した。原告が上告審において遼法確認を求めたのか
判文からは明らかではない。



















11. 3. 24 (BC(箪(韓・靭)/遼法確認〉東京地判， H-12.5.25 (BC(箪(緯・朝)/違法
穣認)東京高判，最l判平成 1年 12月初日も同旨。
6) 日帰10.7. 13 (BC(緯等)/違法確認〉東京高判は，寧属に対する安全配E言、義務につい
て，最3判昭和50年2月25日判決(民集29巻2号 143頁)，最3判昭和 59年4月



















8) 上告審判決である最 l判平成 13年 1月22日については，山本悦夫・平成 13年
度重要半日例解説(ジェリ臨摺 1224)224:lま (2002)参照。
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立法の不作為をめぐる司法消極主義と積極主義←)
〔付記〕本稿は， 2005年度ノtッへ研究奨励金トAによる研究の一部である。
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